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第１ 計画の目的 

１．目的 

 

近年、少子高齢化、人口減少等に伴う世帯数の減少などを原因として、空き家の数が増

加しています。この中には、適正に管理されず、周辺へ悪影響を及ぼす空き家も生じてき

ています。また、今後空き家の数は増加することが予想され問題は一層深刻化することが

懸念されます。  

適正に管理されていない空き家（以下、「管理不全空き家」という。）は、老朽化による

倒壊などで、周囲に被害を与える以外にも、防火、防犯、防災、衛生、景観など様々な点

において、住民の生活に深刻な影響を及ぼします。 

これらの影響から生命、身体又は財産を保護し、生活環境の保全を図り、合わせて空き

家の活用を促すことを目的とし、平成 27年 5月 26日に「空家等対策の推進に関する特別

措置法」（以下、「空家法」という。）が全面施行されました。 

また、舟形町においては、平成 24年３月 16日に「舟形町空き家等の適正管理に関する

条例」を制定し管理不全空き家に対して指導を行うとともに、広報などを利用し適正な管

理を呼びかけるなど、空家等の問題に取り組んできました。 

これらの経緯を踏まえ、空き家対策を総合的かつ計画的に進めることを目的とし、「舟

形町空家等対策計画」をここに定めます。  
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根拠 

２．計画の位置づけ 

 

本計画は、空家法第６条の規定に基づき、国土交通省による指針に即して定めたもの

で、本町の空き家対策を総合的かつ計画的に実施するために策定するものです。なお、本

計画は「舟形町総合発展計画」に即しており、各種計画と連携を図りながら取組みを進め

るものとします。 
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第２ 空き家の実態の把握 

 

１．空き家の現状 

 

(1) 空き家発生の背景 

ア．人口減少を伴う少子高齢化の進展 

 国勢調査によると、舟形町の総人口は昭和 30年の１万２千人をピークに、調査年次を

追って減少しており、今後も減少傾向が続くことが予想されます。 

これを年齢別内訳で見ると、０～14歳（年少人口）及び 15～64歳（生産年齢人口）の

割合は減少し、少子高齢化が進展しているのがわかります。 
 

表１ 〇舟形町の年齢別人口の推移           （単位：人） 

 平成７年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 令和２年 

年少 
０～14歳 

1,326 
(17.6％) 

1,006 
(14.4％) 

772 
(11.6％) 

659 
(10.7％) 

596 
(10.6％) 

483 
(9.6％) 

生産年齢 
15～64歳 

4,484 
(59.4％) 

4,057 
(58.0％) 

3,778 
(56.6％) 

3,445 
(55.9％) 

2,985 
(53.0％) 

2,421 
(48.4％) 

老年 
65歳以上 

1,736 
(23.0％) 

1,933 
(27.6％) 

2,121 
(31.8％) 

2,060 
(33.4％) 

2,050 
(36.4％) 

2,103 
(42.0％) 

（出典：国勢調査） 
 
図１ ○舟形町の年齢別人口の推移 
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イ．少子高齢化 

 国勢調査によると、山形県は１世帯あたりの人員が８回連続で全国１位と１世帯の人員

は全国的に見て多いですが、舟形町で見ると、最近 20年間で 4.2人から 3.4人に減少し

ており、世帯数の減少に加え、核家族化や単独世帯化が進行しているのがわかります。 
 
 

表２ 舟形町の世帯数及び１世帯あたりの人員の推移    

 平成７年 平成 12年 平成 17年 平成 22年 平成 27年 令和２年 

一般世帯数(世帯) 1,737 1,710 1,694 1,648 1,615 1,574 

１世帯当たりの人員(人) 4.2 4.0 3.9 3.7 3.4 3.3 

※1世帯あたりの人員は一般世帯における人員（出典：国勢調査） 
 
 
 
 
図２ 〇舟形町の世帯数及び 1世帯あたりの人員の推移 
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ウ．高齢者世帯の状況 

 一般世帯のうち高齢者世帯に注目すると、高齢者のみの世帯（単独世帯と高齢夫婦のみ

世帯の合計）は平成 27年時点では 391世帯となっており、平成７年調査時の 167世帯か

ら 2.3倍以上に増加しています。空き家の発生は入居者死亡による場合や施設への入所が

理由の場合が多いため、今後空き家が急速に増加する可能性があります。 
 

表３ ○舟形町の高齢者世帯の状況                  （単位：世帯） 

 平成７
年 

平成 12
年 

平成 17年 平成 22年 平成 27年 令和２年 

一般世帯総数 1,737 1,710 1,694 1,648 1,615 1,574 

65歳以上の高齢者がいる
世帯 
(一般世帯に占める割合) 

1,165 
(67.1%) 

1,242 
(72.6%) 

1,248 
(73.7%) 

1,220 
(74.0%) 

1,520 
(94.1%) 

1,190 
(75.6%) 

 

単独世帯 
(高齢者世帯に占める割合) 

63 
(5.4%) 

92 
(7.4%) 

115 
(9.2%) 

126 
(10.3%) 

224 
(14.7%) 

186 
(15.6%) 

高齢夫婦のみ世帯 
(高齢者世帯に占める割合) 

104 
(8.9%) 

111 
(8.9%) 

138 
(11.1%) 

139 
(11.4%) 

167 
(11.0%) 

232 
(19.5%) 

その他 
(高齢者世帯に占める割合) 

998 
(85.7%) 

1,039 
(83.7%) 

995 
(79.7%) 

955 
(78.3%) 

1,129 
(74.3%) 

772 
(64.9%) 

※高齢夫婦とは、夫が 65歳以上、妻が 60歳以上の夫婦をいう（出典：国勢調査） 

 
図３ ○舟形町の高齢者世帯の状況の推移 
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(2) 空き家の現状（統計調査の結果） 

 平成 30年の住宅・土地統計調査によると、全国の総住宅数は 6,241万戸、うち空き家

は 849万戸で、総住宅数に占める割合（空き家率）は 13.6％となっています。この割合

は、一貫して増加しています。 

また、山形県の空き家率は全国平均よりは低いものの、二次的住宅や賃貸・売却用の住

宅を除くその他の空き家率は同程度の割合となっており、一貫して増加しています。今後

さらに増加することが予想されるため、空き家の増加を抑えるための対策が求められま

す。 

  

表４ 空き家率の推移 

 平成５年 平成 10年 平成 15年 平成 20年 平成 25年 令和２年 

全国平均 9.8％ 11.5％ 12.2％ 13.1％ 13.5％ 13.6% 

山形県 5.7％ 7.1％ 9.6％ 11.0％ 10.7％ 12.1% 

（出典：住宅・土地統計調査） 
 
 
図３ ○山形県の空き家の種類ごとの割合     

 

山形県空き家総数  54,200戸 

  二次的住宅数   1,700戸 

     別 荘     700戸 

     その他   1,000戸 

  賃貸用の住宅  21,500戸 

  売却用の住宅   1,400戸 

  その他の住宅  29,600戸 
 
 

※「住宅・土地統計調査」の空き家の分類 

空き家は「二次的住宅」、「賃貸用の住宅」、「売却用の住宅」、「その他の住宅」などがあ

り、活用や処分の方針が定まっていない空き家は「その他の住宅」に分類されます。 

《住宅・土地統計調査の住宅の種類》 

 

 

 

 

 

 

  

住宅   居住世帯のある住宅 

     居住世帯のない住宅   一時現在者のみの住宅 

                 空き家      二次的住宅  別荘 

                                 その他 

                          賃貸用の住宅 

                          売却用の住宅 

                          その他の住宅 

                 建築中の住宅 

 

住宅以外で人が居住する建物   会社等の寮・寄宿舎 

                学校等の寮・寄宿舎 

                旅館・宿泊所 

                その他の建物 
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(3) 空き家の現状（実態調査の結果） 

 

ア．調査時期 令和４年９月 

 

イ．調査範囲 舟形町内全域 

 

ウ．調査方法 

 町内会からの情報をもとに調査を実施しました。 

 

エ．調査項目 

 ・空き家の所在 

 ・空き家の用途 

 ・空き家の老朽度、危険度 

 

区分 老朽度･危険度による分類 

Ａ 
小規模の修繕により再利用が可能 

（または修繕がほとんど必要ない） 

Ｂ 
管理が行き届いておらず損傷も見られるが、当面の危険性は無い 

（多少の改修工事により再利用が可能） 

Ｃ 
今すぐに倒壊や建築材の飛散等の危険性はないが、管理が行き届い

ておらず、損傷が激しい（老朽化が著しい） 

Ｄ 
倒壊や建築材の飛散など危険が切迫しており、緊急度が極めて高い 

（解体が必要と思われる） 
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オ．調査結果 

町 内 名 家屋数 空き家数 空き家率 
老朽度･危険度による分類 

Ａ Ｂ Ｃ Ｄ 

 野 54 0 0.0% 0 0 0 0 

 幅 52 4 7.7% 1 3 0 0 

 長尾 31 6 19.3% 1 1 0 4 

 内山 70 5 7.1% 0 4 1 0 

 長沢第一 69 5 7.2% 3 0 2 0 

 長沢第二 31 2 6.5% 1 1 0 0 

 長沢第三 47 9 19.1% 7 1 1 0 

 経檀原 31 0 0.0% 0 0 0 0 

 大平 29 1 3.4% 0 0 1 0 

 一の関 63 4 6.3% 0 0 0 4 

 舟形第一 60 0 0.0% 0 0 0 0 

 舟形第二 48 3 6.3% 3 0 0 0 

 舟形第三 189 7 3.7% 2 1 1 3 

 舟形第四 97 5 5.2% 5 0 0 0 

 紫山 67 3 4.5% 0 1 0 2 

 向山 25 0 0.0% 0 0 0 0 

 沖の原 59 1 1.7% 0 0 1 0 

 鼠沢 2 0 0.0% 0 0 0 0 

 西堀 113 3 2.7% 0 1 2 0 

 木友 56 5 8.9% 1 3 1 0 

 小松 6 0 0.0% 0 0 0 0 

 長者原 85 6 7.1% 3 0 1 2 

 福寿野 70 2 2.9% 1 0 1 0 

 富田第一 58 5 8.6% 2 2 1 0 

 富田第二 52 4 7.7% 0 0 4 0 

 太折 25 1 4.0% 1 0 0 0 

 馬形 7 0 14.3% 0 0 0 0 

 瀬脇 7 4 57.1% 1 0 1 2 

 堀内 76 7 9.2% 1 3 1 2 

 実栗屋 33 1 3.0% 0 1 0 0 

 洲崎 57 5 8.8% 2 0 0 3 

 横山 10 3 30.0% 2 0 0 1 

 真木野 10 4 40.0% 2 1 0 1 

 新堀 21 4 19.0% 3 0 0 1 

 西又 10 4 40.0% 1 0 2 1 

 松橋 8 1 12.5% 0 0 1 0 

合計 1,728 114 6.6% 44 23 22 25 

 舟形町が行った実態調査において、空き家率は 6.6％となっています。また、老朽度･

危険度による分類では、「Ｄ区分」利活用が困難であり、部材飛散等の危険と分類された

物件が空き家総数の 21.9％に達しています。また、空き家率は瀬脇地区や真木野地区、

西又地区などにおいて高い傾向となっています。 



 

 

10 

 

２．空き家に関する調査について 

 

(1) 調査の目的 

 本調査は空き家の所在や分布、劣化度、所有者又は管理者（以下、所有者等という。）

の意向、管理不全空き家や利活用が可能な空き家を把握し、管理不全空き家対策や空き家

の利活用を促進する施策の検討に活用する目的で行います。 

調査は、空き家と思われる物件を把握する１次調査、その物件の状態や状況を把握する

２次調査、所有者等の意向や建物の詳細な状態を把握する３次調査に分類して行います。 

 なお、空き家に関する調査の流れは以下のとおりとなります。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 調査の対象区域 

調査は舟形町全域を対象として行います。 

 

(3) 調査対象となる空き家の種類 

調査は空家法第２条第１項に規定する空き家等の全てを対象として行います。 

（住宅以外の用途も含む） 

 

(4) １次調査（空き家の把握） 

１次調査では、主に既存の資料をもとに空き家を抽出します。活用する資料は以下のと

おりとし、併せて町内会長や民生委員などの協力により空き家情報を収集し、複数の情報

を付き合わせます。 

 

 

 

 

 

(5) ２次調査（外観調査による空き家物件の把握） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

１次調査  
デ
ー
タ
ベ
ー
ス 

 

所
有
者
等
の
把
握 

 

◆空き家に関する調査の流

れ 

 

フォローアップ 

 

２次調査  

３次調査  

空
き
家
対
策
の
実
施 

 

指導履歴等 

の蓄積 

 

対策実施 

に活用 

 

◆活用する既存資料 

・住宅地図情報 

・水道閉栓情報（水道使用者情報） 

・住民基本台帳 
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２次調査では、空き家の所在と管理状態を把握することを目的とし、１次調査により把

握した空き家について、町職員が外観目視により現地調査を実施することにより行いま

す。なお、調査は外観目視による調査を原則とし、敷地内には立ち入らず外部から確認で

きる範囲での調査とします。 

調査は以下の項目について調査票（次ページ）を用いて行います。 

ア．空き家の基本情報（現地調査、机上調査などによる） 

イ．空き家判定調査項目（公共料金メーターや郵便受け、表札、売買看板など） 

ウ．空き家の管理状態（劣化の状況、周辺への影響の度合いなど） 

 

(6) 空き家所有者等の把握 

 苦情、相談があった空き家や、２次調査で把握した空き家については、適正な管理の依

頼や活用意向のアンケート調査に必要となるため、所有者等を把握します。 

空き家の所有者等の情報の把握においては、空家法第 10条に基づき固定資産税台帳の

情報を活用することができます。 

また、税台帳の情報に加え、登記情報や住民票情報、戸籍情報、聞き取り調査などの情

報を取得することにより所有者等を把握します。 

 なお、あらゆる調査をつくしても所有者等を特定できない場合や相続放棄等により所有

者等がいない場合は、司法書士や弁護士などと連携を図り、各種制度（不在者財産管理人

制度、相続財産管理人制度）の活用による空き家の除却や利活用等を検討します。 
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14 

 

 (7) ３次調査（所有者等の意向調査と建物の内部調査） 

３次調査として、２次調査を行なった空き家の所有者等に対しアンケート調査を実施

し、所有者等の意向を把握するとともに、場合によっては内部調査による建物の調査を実

施し建物の詳細な状態を把握します。 

 

ア．意向調査 

空き家所有者等に対する意向調査は、建物の管理状況や活用又は除却に関する意向を把

握し、各種施策の実施に反映させる目的で実施します。 

調査は市町村内の空き家の所有者等全数に対し、以下の内容についてアンケート形式に

より実施します。 

  

 

 

 

 

 

 

なお、所有者等の活用に関する意向の確認については、アンケート調査を基本として実

施しますが、回答の内容によっては直接ヒアリングするなど、意向の把握に努めます。 

 

イ．建物の内部調査 

 活用の意向がある物件については、所有者等の立会いのもと、内部調査を行うことがで

きるものとします。 

 

(8) 空き家等情報のデータベース化 

空き家の調査結果の情報は、データベース（空き家台帳）により関係各課において情報

を共有し、施策の実施や効果の検証などに活用します。空き家の実態を継続的に把握する

ために、調査実施以降も町内会等からの情報提供や、空き家対策担当課の調査等によるフ

ォローアップを行い、データベースを更新することとします。 

なお、データベースの情報については外部に公表可能な項目を明確にし、所有者等の了

解無く情報が漏えいすることが無いよう、取り扱いには細心の注意を払います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

◆意向調査の内容 

・建物の利用状況 

・空き家所有者の属性（所有者の所在地） 

・空き家になった年数 

・管理の状況（管理者、管理の頻度、困っている点など） 

・利活用や除却の意向（意向の有無と方法（売却、賃貸、除却、寄付など）） 
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第３ 対策の実施体制と方針 

 

１．対策の実施体制 

 

(1) 庁内の実施体制 

空き家対策の実施について、担当する所管課は以下のとおりです。 

担当課 担当内容 

地域整備課 ・空き家等対策計画の策定、改正 

・検討委員会、協議会の運営 

・空き家の実態調査 

・空き家に関する相談対応（総合窓口） 

・管理不全空き家への対応 

・特定空家等に対する措置 

・空き家バンクの運営 

・住替え希望者や移住者への空き家の情報提供 

・空き家の利活用対策（とりまとめ） 

・道路の管理に関すること 

まちづくり課 ・景観に関すること 

・まちづくり施策との連携に関すること 

・観光支援施設での空き家の活用 

・空き店舗の活用 

・空き家を活用した起業への支援 

・移住者向け施設での空き家の活用 

住民税務課 ・税に関すること（固定資産税など） 

・衛生上有害な空き家（ごみ対策、動植物等） 

・防犯対策 

・空き家の火災予防 

健康福祉課 ・高齢者に対する啓発 

・福祉施設での空き家の活用 

・空き家住宅の利用希望者の把握 

・子育て世帯による空き家の活用 

農業振興課 ・新規就農者対策等での空き家の活用 
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(2) 庁内の連絡・検討体制の整備 

 空き家への対策は関係する各課が分野横断的に連携して取組みを進める必要がありま

す。庁内の検討体制の整備を目的とし「舟形町空き家対策検討委員会」を以下のとおり設

置し、情報交換や対策のため定期的に委員会を開催することとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

(3) 空き家対策協議会の設置 

 空家法第７条に基づいた協議会を設置し、以下の項目について協議を行います。 

また、協議会の構成員は以下のとおりとします。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

【検討事項】 

 ・関係部局による情報共有及び対策の実施体制の検討 

・空き家対策協議会での協議内容について 

 ・その他、空き家対策に関して必要な事項 

 

「舟形町空き家対策検討委員会」【構成員】 

副町長、総務課長、デジタルファースト推進室長、まちづくり課長、

住民税務課長、健康福祉課長、農業振興課長、地域整備課長、 

教育課長、会計管理者、議会事務局長 

「舟形町空き家対策協議会」【構成員】 

町長、地域住民代表、司法書士、家屋調査士、不動産関係、警察機関、 

民生児童委員、消防機関 等 

 

【協議事項】 

 ・空き家等対策計画の作成、変更 

 ・特定空家等の判断 

 ・特定空家等に対する措置の実施 

 ・空き家に関する施策の検討と実施状況の検証 
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(4) 連携体制の整備について 

 空き家対策に取組むには民間団体や地域住民などと連携をとりながら取組む必要があり

ます。以下の内容について、連携して対策に取組むこととします。 

 

ア．不動産団体 

・空き家バンクの運営への協力 

・利活用に関する相談対応や相談会についての協力 

イ．建築･建設系関係団体 

・利活用方法に関する意見 

・リフォーム工事や解体工事に関して 

ウ．法務団体 

・所有者等の把握や財産管理人制度の活用について 

・相続や登記などに関する情報提供や相談対応について 

・法手続きや税制などに関する情報提供について 

エ．町内会･ＮＰＯ 

・空き家の管理について 

・空き家の実態の把握について 

・空き家や跡地の活用について 

オ．教育･商工･福祉機関等 

・空き家の新たな活用方法について 

カ．行政機関 

・危険空き家に対する対応や防犯対策について 
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２．対策の方針 

 

本計画における対策の方向性については以下のとおりとなります。 

施策の方針 対策の方向性 

発生予防 住民の意識の向上による

空き家の発生予防 

居住段階から、空き家にならないよう

な意識付けを行うとともに、リフォー

ムに関する支援などにより、住宅を長

く利用する意識を定着させます。ま

た、適切な相続や登記を呼びかけ、放

置される空き家の発生を防ぎます。 

適正な管理 所有者等による管理者意

識の向上と適正管理の促

進 

所有者等による管理者意識を向上させ

るよう、様々な媒体を利用し、周知や

情報提供などを実施します。また、適

正な管理を促すために維持管理に関す

る支援を実施します。 

利活用対策 空き家の利活用による地

域活力の向上 

利用可能な空き家については空き家バ

ンクによるマッチングや中古住宅市場

の活性化などを図り空き家の利活用を

促進します。 

また、空き家を活用する事業者を支援

することにより、地域活力の向上へつ

なげます。 

管理不全空き家対

策 

適切な措置の実施による

安全・安心なまちづくり 

所有者自らによる除却を支援するとと

もに、行政指導や行政処分を適切に行

い、管理不全空き家による問題の解消

を目指します。 

 

３．対策の対象とする地区 

 舟形町における空き家に関する対策の対象とする地区は、舟形町全域とします。 
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４．対象とする空き家の種類 

 

舟形町において対策の対象とする空き家の種類は、空家法第 2条で規定される空き家等

とします。また、国または地方公共団体が所有する建物等も本計画に含むものとする。 

なお、対象とする空き家等は住宅用途に限らず、小屋、車庫、店舗等も含まれることと

なりますが、住宅を優先して対策を進めていくこととします。 

 

 

 

 

５．計画期間 

 

計画の期間は、令和５年度から令和 14年度の 10年間とします。なお、空き家の状況や

法制度の改正等を踏まえ、必要に応じて改定を検討することとします。 

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

「空家等」：空家法第２条第１項 

居住、使用されていないことが常態 

（例：おおむね年間を通じ使用されていない） 

建 築 物 

（住宅に限らない） 

付属する工作物 

（門、塀など） 

敷 地 
敷地に定着するもの 

（立木など） 
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第４ 具体的な対策 

 

１．相談体制の整備 

 

(1) 市町村の相談窓口の設置 

 空き家に関する相談窓口を地域整備課内に設置し、空き家に関する相談に対応します。

なお、相談内容に応じて、担当する所管課と連携し相談に対応するとともに、利活用に関

する相談については県の窓口と連携した対応を行います。 

 

 「舟形町空き家相談窓口」の概要 

担当課 地域整備課 

連絡先 0233-32-0915 

相談時間 毎週月～金 ９時から１７時 

主な相談内容 ・管理不全空き家の情報提供 

・特定空家等の措置に関すること 

・空き家バンクについて 

・住宅の住替えや移住に関すること 

・空き家に関する市町村の施策について 

・その他空き家に関すること 

 

 

(2) 山形県空き家利活用相談窓口との連携 

 空き家に関する利活用や解体、相続などの相談については、山形県空き家活用支援協議

会が設置している「やまがた空き家利活用相談窓口」と連携して相談に対応します。 

具体的には、県の相談窓口について、広報、ホームページや、固定資産税通知などを利

用し周知を図り、町の窓口に利活用に関する相談があった場合は県の窓口に取り次ぎ、相

談内容については情報共有することとして窓口間の連携を図ります。 

 また、山形県空き家活用支援協議会から相談員の派遣を受け利活用に関する相談会を開

催するなどの連携した取組みを行います。 
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相談窓口による対応フロー 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

  

 

 

 

空き家バンク 

やまがた空き家利活用相談窓口 

（空き家利活用支援協議会） 

利用希望者 

移住・住替え・購入・ 

賃貸・リフォーム 

空き家所有者 

利活用・管理・解体 

リフォーム・相続 

専門業者団体 

不動産・解体・相続・リフォームなど 

地域・住民 

管理不全空き家の情報、相談 

支援策等の要望 

相談の取次 

相談員の研修育成 

相談内容、支援制度等 

の情報提供 

取次ぎ 

舟形町空き家相談窓口 

（地域整備課） 
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２．適切な管理の促進 

 

 空き家の管理は、空家法第 3条において「空家等の所有者等は、周辺の生活環境に悪影

響を及ぼさないよう、空家等の適切な管理に努めるものとする。」と規定されているとお

り、所有者自らが適切に管理することが原則となります。憲法で規定する財産権や、民法

で規定する所有権にも所有者の権利の保証と責任が規定されているため、空き家に関する

問題についても当事者が解決を図ることが原則となります。 

 

(1) 所有者等の意識向上と理解増進 

所有者等の意識の向上と理解増進を目的とし、空き家の管理は所有者に責任があるこ

と、周辺に迷惑を及ぼさないような適正な管理が求められることなどを以下により周知・

啓発を行います。 

 

 

 

 

 

 

 

 

(2) 適正管理に関する支援 

 空き家の老朽化を防ぐためには、定期的な維持管理が必要となります。ただし、実際に

使用していない空き家を維持管理していくのは負担となり、居住地が遠隔地の場合には、

その負担はさらに大きくなります。そのため、空き家の所有者等が適正に維持管理を行え

るよう、以下のような支援を行います。 

 ・管理サービスの情報提供 

（管理や雪下ろしサービスを実施している事業者の情報を提供） 

 ・地区や民生児童員等との情報共有体制を整え、町外の空き家所有者等への情報提供を 

行う。 

 

 

３．管理不全空き家及び特定空家等への対応 

 

空き家は第一義的には所有者に管理責任がありますが、管理不全空き家については周辺

住民への影響が懸念されるため、その影響の度合い等を総合的に判断し、適切な措置を実

施します。 

管理不全空き家への対応の流れは以下の通りです。 

 

 

 

周知・啓発の方法、内容 

・所有者等の管理原則の周知 

・管理や利活用の促進、情報提供 

・適切な相続に関する呼びかけや情報提供 

・広報誌、ホームページ、パンフレットの配布・回覧などの様々な媒体を利用 

・固定資産税通知を利用した周知 
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管理不全空き家に対する対応の流れ 

 

  

・県からの技術支援特定空家等に
対する措置 

法的措置 

が必要 

法的措置 

が不要 

該当 

しない 

状態が 

改善されない 

改善済 

措置を命ずるべ

きものを確知で

きない 

委員会での検討 

協議会からの意見 

※管理状態が悪くなった場合は 

現地調査・特定空家等の判断へ 

 

 

 

 

 
 

  

 

 

 

 

管理不全状態が認められる空き家を把握 

助言・指導（法第１４条第１項） 

勧告（法第 14 条第 2 項） 

命令（法第 14 条第 3 項） 

経過観察 

情報提供 

（法第１２条） 

口頭による指導 

など 

空き家の調査（法第９条） 

敷地外からの外観調査・必要に応じて立入調査（法第９条第２項）など 

管理不全空き家 

行政代執行（法第 14 条第 9

項） 

特定空家等 

①  特定空家等の判断 
 

②  措置の要否の判断（助言・指導） 

略式代執行（法第 14 条第 10 項） 

 

空
き
家
対
策
検
討
委
員
会 

空
き
家
対
策
協
議
会
（
法
第
７
条
） 

判断体制 

 

固定資産税・都市計画税の 

住宅用地特例の解除 

 

③ 措置（勧告等）の要否の判断 

・市町村担当職員による調査 

該当する 

委員会での検討 

協議会からの意見 

法的措置 

が必要 

勧告にかかる 

措置をとらない 

命令に 

応じない 

改善済 

改善済 

法的措置（勧告以降） 

が必要 



 

 

24 

 

 (1) 管理不全空き家に対する初動対応について 

住民からの情報提供、空き家調査などにより管理不全空き家を把握した場合は、町職員

による外観での目視調査に加え、所有者等や周辺住民への聞き取りなどの調査を行い、空

き家の状態や周辺へ及ぼす影響の把握に努めます。また、空家法第９条第２項による立入

調査の実施についても検討し、必要に応じて実施します。 

その結果、改善が必要と認められる場合は、所有者等に対して適正な管理について依

頼・助言を行い、所有者等自らによる改善を促します。 

なお、危険度や切迫性が極めて高い場合等については、応急措置の実施についても併せ

て検討します。 

 

 (2) 応急措置の実施 

 人の生命、身体、財産等に重大な損害を及ぼす危険な事態が発生し、危害が切迫した場

合においてはその危害の予防や損害の拡大を防ぐために、応急措置を実施します。応急措

置の実施は協議会の意見を聴いた上で行い、所有者へ通知した上で行うことを原則としま

すが、所有者を確知できないときは応急措置の内容を事前に公示した上で実施します。措

置の内容については必要最小限度の措置にとどめることとし、措置に要した費用について

は所有者等から徴収するものとします。 

 

(3) 特定空家等の判断 

所有者等に対して改善を促したにも関わらず、状況が改善しない場合や、調査の結果、

危険度や切迫性が極めて高いと判断される空き家については、所有者等による対応を継続

して促すとともに、特定空家等に該当するかどうかを検討します。 

 

なお、特定空家等の判断については、国土交通省が定める「特定空家等に対する措置に

関し、その適切な実施を図るために必要な指針（ガイドライン）」及び山形県が作成した

「『特定空家等』の判断の手引き」における特定空家等の判断に参考となる基準を参考に

することとし、公共の利益の確保の観点から、所有者等の対応状況や住民による苦情の有

無、周辺への悪影響の度合い、危険度の切迫性などを総合的に判断し、協議会の意見を聴

いたうえで町が決定することとします。 

 

※「特定空家等」は以下の状態にあると認められる空家等をいう（法第２条第２項） 

・そのまま放置すれば倒壊等著しく保安上危険となるおそれのある状態 

・著しく衛生上有害となるおそれのある状態 

・適切な管理が行われていないことにより著しく景観を損なっている状態 

・その他周辺の生活環境の保全を図るために放置することが不適切である状態 
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 (4) 特定空家等に対する措置の実施 

 

ア 指導・助言（法第１４条第１項） 

特定空家等と認めた空き家等について、状態を改善するための措置を講ずるよう指導・

助言を行います。指導・助言については書面を原則とし、指導又は助言する措置の内容や

対応方法について分かりやすく示すこととします。 

 

イ 勧告（法第１４条第２項） 

助言・指導を行っても改善が見られない場合は相当な猶予期限を定めて助言・指導の内

容を講ずるように勧告を行います。猶予期限は措置を完了するのに要する期間を目安とし

て設定します。なお、勧告の対象となった土地については、住宅用地にかかる固定資産税

及び都市計画税の課税標準の特例措置の対象から除外します。 

 

ウ 命令（法第１４条第３項） 

勧告を行っても必要な改善が見られない場合で、特に必要と認めた場合は、所有者等に

対して相当な猶予期間を定めて勧告の措置を講ずるように命令を行います。 

 

エ 代執行（法第１４条第４項） 

命令の措置が履行されないときや履行しても十分で無い場合等に、行政代執行法の規定

に基づき、命令の措置を所有者の代わりに行います。 

 

オ 略式代執行（法第 14条第 10項） 

町長は、必要な措置を命令しようとする場合で、過失が無くてその措置を命ぜられるべ

き者を確知できないときは、命令の措置を所有者の代わりに行います。 
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４．空き家の利活用 

 

(1) 除却に対する支援と跡地の活用 

ア．所有者等による除却の促進 

 利活用が困難な空き家については所有者等自らにより除却されることを促すため、周辺

の住環境に悪影響を及ぼす不良住宅・特定空家等の除却を行う所有者等に対しては国交省

の空き家再生等推進事業・空き家対策総合支援事業を活用した補助を行います。 

 

不良住宅：（住宅地区改良法第２条）主として居住の用に供される建築物又は建築物の部分でその構造又は

設備が著しく不良であるため居住の用に供することが著しく不適当なもの 

 

イ．行政による除却の実施 

 所有者等が自ら除却することが困難な管理不全空き家については、跡地の活用が図られ

る場合は、国交省の空き家再生等推進事業・空き家対策総合支援事業による補助、山形県

住宅供給公社が実施する「まちの再生支援事業」を活用し、空き家の除去及び跡地の活用

を図ることを検討します。 

 

ウ．除却後の跡地の活用 

 イ．により行政が取得し除却した後の跡地については、道路の拡幅や公共的な空地の整

備の他、宅地として整備するなど積極的な活用を図り、居住環境の改善や人口の維持を図

ります。 

なお、自主的な除却を行った空き家の所有者等が地域活性化のために跡地を提供するこ

とに対し、跡地の活用を促進させる支援策について検討します。 
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(2) 空き家のマッチング支援 

 

ア．空き家バンクの設置 

 空き家の流通を促すため、空き家バンクを設置します。 

 

 空き家バンクの概要 

空き家バンクの概要 

 

 

 

 目的 町内での住替えの促進（空き家の所有者と利用希望者のマッチング支援） 

町外からの移住・定住の促進（移住希望者への物件情報の提供） 

対象 空き家（住宅に限らない）及び空き地 

空き家物件の把握 ①住民からの情報により、利活用可能な空き家物件を把握し、空き家バンクへ

の登録を促進します 

利用希望者の把握 ②空き家バンク物件の利用が想定される、若者世帯、子育て世帯、移住世帯か

らの情報により、利用希望者を把握します 

空き家の登録 ③売却や賃貸により空き家の活用を希望する空き家の所有者は、空き家バンク

に物件の登録を申請し、申請があった物件については物件を確認したうえで空

き家バンクへ物件を登録します 

情報の提供 ④空き家バンクに登録された物件は町のホームページにおいて公開するととも

に、利用希望者に対しても情報提供します 

現地確認 ⑤物件の利用希望者がいる場合は、当事者間で調整し、物件を確認します 

契約の方法 ⑥条件などを調整し、まとまった場合は当事者間で契約します 

（必要に応じて不動産団体が業者をあっせん） 

担当課 地域整備課 

連絡先 0233-32-0915 

ホームページ https://www.town.funagata.yamagata.jp/s022/kurashi/ 

030/510/20200124011000.html 

  

 

空き家 

空き家バンク（市町村） 

利用希望者 

（借主・買主） 

空き家所有者 

（貸主・売主） 

②利用希望者の把握 

空き家 

物件情報 

利用 

希望者 

⑤連絡・調整 

⑥契約 

不動産団体 

（斡旋） 

①空き家物件の把握 

④物件情報を提供 ③空き家の登録 
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イ．空き家バンクの活用の促進 

 空き家バンクにおける取引を活性化させるためには、バンクへの登録物件を増やすこと

が不可欠となります。町では、空き家バンクへの登録を促進するため、以下の取組みを実

施します。 

・空き家の所有者に対する啓発活動 

（広報、ホームページ、イベントなどで利活用を啓発） 

・空き家バンクの周知活動 

（固定資産税通知のほか各種媒体を活用、お盆と正月など帰省時期の回覧） 

・空き家所有者等への意向調査 

（意向の把握と、所有者等への勧誘） 

・空き家バンク登録への助成制度の周知 

（リフォーム費用補助） 

 

(3) 中古住宅の流通促進 

 空き家を中古住宅として流通させることや、市場の活性化を目的とし、以下の取り組み

を実施します。 

 ・中古住宅の耐震改修、リフォーム費用に対する補助 

 ・空き家の購入に対する補助（定住者に対する補助） 

 

(4) 事業者による空き家の活用に対する支援 

 空き家の活用は住宅以外に、多用途で活用することも考えられます。住宅以外の用途で

空き家を活用する事業者に対して支援を検討します。 

 

(5) まちづくりにおける空き家の活用 

 空き家の実態把握や所有者に対する意向調査の結果により、利活用が望まれる空き家に

ついては、民間での流通の促進を図るのと同時に、町や町内会において活用を検討しま

す。 

なお、町による利活用については空き家対策協議会の意見を踏まえながら、空き家対策

検討委員会において検討し、方針を決定することとします。 


